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ABSTRACT
In this paper, we discuss about car options paying attention 
to three big Japanese car companies, TOYOTA, NISSAN, 
and HONDA.　These companies set up many options on 
every model.　For example, TOYOTA “Noah” （2007 model） 
has 38 options, NISSAN “Serena” （2005 model） has 40, and 
HONDA “Step Wagon” （2009 model） has 19 and so on.
The aim of this paper is clarify option effect with additional 
data.
At first, we take notice of product lines of three companies. 
Comparison of number of models gives us a key to find out 
differences of product strategy.　Model efficiency （sales per 
model） will help our understanding.
Secondly, we think from a different point of view.　Paying 
attention to options, another strategic difference in product 
strategy may become clear.　Moreover, comparing sales of a 
model with number of its option, we will find out the impact 
of options on sales.　Option efficiency （sales per option） 
deepen our understanding.
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Ⅰ．はじめに
自動車産業が日本の各産業の中で基幹産業として位置づけられていることは
言を俟たない。2014年度を見ても、乗用車だけで8,277,070台、トラックやバス
を含めると9,774,558台もの自動車が生産されている1）。
トヨタ自動車をはじめ、日産自動車、本田技研工業といった自動車メーカー
がその中心的な役割を担っているが、乗用車の生産台数は2000年以降、リーマ
ンショックの影響などによって大きく減少した2009年度を除いては、その生産
台数はほぼ800万台のレベルを維持している。より詳しく見るならば、2000年
代初頭は900万台の壁を破れなかったものの、2008年度の990万台を筆頭に、
リーマンショック前の2000年代中盤には年間900万台以上が生産されていた。
その後、やや低調になるものの、800万台レベルの生産台数を維持している。
この推移は図 1 によって整理されている。
 1） 一般社団法人日本自動車工業会のHP（http://www.jama.or.jp/index.html）より。な
お、本論で用いている販売台数のデータも、同所を参照している。
図 １　乗用車の生産台数
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このように非常に多くの数の自動車が生産されているが、モデル数を見る
と、生産台数に比べその数はそれほど多いとは言えない。モデルの数に比べて
生産台数・市場規模が大きいことの背後には、ひとつの理由としてオプション
の存在があるのではないかと考えられる。
本論では、このオプション、特にトヨタ自動車、日産自動車、本田技研工業
の三大自動車メーカーのオプション政策に注目して議論を進めてゆきたい。
が、その前に、これらの企業の製品戦略、モデル数や販売台数について簡単に
見ておくことにする。後に、オプションに注目し、その変遷や戦略上の役割、
意味などについて考えてゆくことにしよう。
Ⅱ．モデル数と販売台数
Ⅱ－⑴　 ３社のモデル数の変遷（１985～１999年）
表 1 によって示されているのは、1985年から1999年までの間の、各年次に販
売されていた 3 社のモデル数2）である。
表からもわかるように、トヨタ自動車のモデル数はなだらかに増加してい
る。1980年代の半ばと1990年代初頭に、それぞれ数年間モデル数が増えていな
 2） バス、トラック、商用車、軽自動車を除いた、普通乗用車と小型乗用車の合計。
表 １　１985年から１999年までの、各社のモデル数の変遷
1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999
トヨタ 19 20 20 20 21 22 25 26 26 28 30 32 35 39 40
日産 13 14 15 18 20 24 26 24 24 25 27 30 31 33 30
本田技研 8 8 8 9 11 12 12 12 14 16 17 20 19 20 22
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かった時期があるものの、一貫してモデル数は増え続けている。1990年代半ば
以降は大きく増加しているが、当時、日本はバブル経済まっただ中であり、そ
のこともモデル数の増加の一因ではないかと考えられる。
また、トヨタ自動車のモデル数の特徴として、その数の多さを挙げることが
できる。後述する日産自動車や本田技研工業と比較すると、トヨタ自動車のモ
デル数はほとんどの年度において日産自動車や本田技研工業を上回っている。
1985年から1999年の日産自動車のモデル数についても、全体的にはゆるやか
に増加している。しかし、トヨタ自動車のように一貫して増加しているという
訳ではなく、1990年代の初期と後期に減少している期間がある。モデル数が減
少している期間が存在している原因は、“フィガロ” のように投入当初から生
産数量を限定し、短期間の販売を想定したパイクカー3）が存在したことや、結
果的に失敗であったと言わざるを得ない、 1 度のモデルチェンジも行われるこ
となく廃止となってしまったモデルが多くあることが考えられる。また、当
時、日産自動車の経営が良い状態ではなかったこともモデル数減少の背後に
あったと推察される。
本田技研工業のモデル数は 3 社の中で最も少なく、この期間中で最大である
1999年を見ても22モデルである。これはトヨタ自動車や日産自動車で考えると
1990年頃の数値であり、モデル数だけを基準にするならば、両社に対して10年
程度の遅れをとっていることになるが、1996年から1997年にかけて 1 モデル減
少している以外は、一貫して増加傾向にある。前述したように、本田技研工業
のモデル数はトヨタ自動車や日産自動車に比べて少ないが、1972年に “シビッ
ク” で自動車産業に本格的に参入してから時間があまり経過していないこと
を考慮すると、この数値を必ずしも少ないとは言えない面もある。
 3） デザインがレトロ調であったり先鋭的であったりする、スタイリングに特徴のある車種
のこと。日産自動車のホームページでは「大量生産を前提とせず、遊び心ある『とん
がった』クルマづくりをした」ものがパイクカーであるとされている。
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Ⅱ－⑵　 ３社のモデル数の変遷（2000～20１4年）
2000年以降については、 3 社の状態をより詳しく見てゆくことにしよう。こ
の期間の 3 社のモデル数の変遷は、表 2 によって整理されている。
先ずはトヨタ自動車であるが、2000年を過ぎると、トヨタ自動車のモデル数
は減少し始める。表 2 からわかる通り、さほど大きな減少ではないものの、全
体的に見てモデル数は減少していると言える。この期間にトヨタ自動車は合計
35もの新モデルを投入しているが、それ以上に廃止されたモデルが多かったの
である。これは1999年以前には見られなかった傾向であり、例えば1985～1999
年を見てみると、27モデルの投入に対して廃止されたモデルは 7 しかない。こ
の違いが、1999年以前と2000年以降のモデル数の違いの要因である4）。
日産自動車はどうだろうか。トヨタ自動車のモデル数が一旦減少し、2007年
を境にやや上昇に転じているのに対し、日産自動車のモデル数は一貫して減少
傾向にある。特に2000年代初頭においてはその数を大きく減らしている。“セ
ドリック” や “ブルーバード”、“サニー” といったそれまでの日産自動車を
支えてきたと言っても過言ではないモデルが相次いでこの時期に廃止されてい
る。このことがモデル数減少の大きな理由になっていそうである。2006年に廃
止されたモデルはなかったが、この頃以降、販売されるモデル数は安定してゆく。
 4） 各社のモデルの変遷については、拙稿『自動車 3 社の製品ラインとフルモデルチェンジ』
（大阪学院大学商・経営学論集第41巻第 1 号）を参照されたい。
表 2　2000年から20１4年までの、各社のモデル数の変遷
2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014
トヨタ 41 43 41 41 41 40 38 35 36 35 36 37 37 36 38
日産 27 26 24 22 22 19 19 19 19 18 18 18 18 18 17
本田技研 21 22 18 18 19 17 15 16 16 15 15 15 12 13 12
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この変化の背後には、カルロス・ゴーン氏の登場があろう。1999年に日産自
動車のCOO（最高執行責任者）に就任したゴーン氏が日産自動車再建のため
に行った工場閉鎖、生産能力削減が直接的な要因であると考えられる。
最後に本田技研工業であるが、本田技研工業も前述の 2 社と同様、この期間
においてはモデル数を減少させている。特に期間の前半にその傾向が顕著で、
毎年のように新たなモデルが投入されていたものの、それを大きく上回る数の
廃止されたモデルが存在している。減少傾向がより強かった2006年以前を見て
みると、全体で 7 モデルが投入されているが、その倍の14モデルが廃止されて
いる。
次節では、モデル数と販売台数の関係について見てゆくことにする。単純に
販売台数やモデル数だけに注目するのではなく、それらの関係を見ることに
よって、各社においてモデル数の多さが販売にどの程度有効に働いているかが
見えてくるはずである。
Ⅱ－⑶　 ３社のモデル数と販売台数の関係
ここでは、これまで見てきたモデル数と販売台数との関係を、2000年以降を
例にとって調べてゆくことにする。 3 社の普通乗用車、小型乗用車の合計販売
台数を示したものが図 2 である。
冒頭でも述べた通り、自動車の販売台数は景気等の環境要因に影響されると
ころが大きいが、全体として見た場合、この期間において販売台数にさほど大
きな変化は見受けられない。全体的に横ばい傾向であると言えるが、トヨタ自
動車の場合は、 3 社の中でも最も変動が大きい。2004年までは増加傾向にあ
り、そこをピークにそれ以降は減少傾向にあったが、2011年度には大台である
百万台を下回りそうになるもののその後は再び増加に転じている。
日産自動車と本田技研工業については、両社ともほぼ横ばい傾向である。日
産自動車は2003年に一時販売台数を伸ばし、それ以降 2 年間は60万台を維持す
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るものの、2006年以降、販売台数は減少している。
この期間においては、本田技研工業も販売台数を伸ばしているとは言い難い
状態であった。日産自動車が販売台数を伸ばした2003年に本田技研工業は逆に
販売台数を減少させ、その後も大きな回復は見られない。しかしながら後発
メーカーであることを考慮すると、販売台数が日産自動車とほぼ同レベルであ
ることは注目しても良いであろう。
以上のように、各社とも2000年以降は販売台数において、順調な推移を見せ
ているとは言い難い状況である。販売台数だけを見るとこのようなことが言え
るが、次に販売台数とモデル数の関係を見てみることにしよう。
トヨタ自動車、日産自動車、本田技研工業各社の販売台数とモデル数の関係
を表したのが図 3 である。これは、各年次において販売されているモデル数で
販売台数を割ったもの、つまり 1 モデルあたりの平均販売台数を表している。
この図から先ず見えてくることは、トヨタ自動車の 1 モデルあたりの販売台
数の大きさである。2002年と2014年は本田技研工業の方が大きいものの、ほと
図 2　2000年から20１4年までの、各社の販売台数
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んどすべての年次においてトヨタ自動車が最も高い数値を示している。その数
値が最も高い2012年には、 1 モデルあたり平均39,507台の販売があったことに
なる。39,507台という数値は、モデル別の販売台数の順位にすると全体の22～
23番目あたりに相当するが、全メーカー合計で100に近いモデルが販売されて
いたことを考えると、この数値は非常に高いと言えるであろう。
いずれにせよ、 3 社の中で 1 モデルあたりの販売台数、つまり「モデル効
率」が最も高いのはトヨタ自動車であった。しかしながら、別の側面を見る
と、トヨタ自動車のモデル効率は悪いとも言えそうである。それは、図 2 と図
3 を比較することから明らかになる。
図 2 と図 3 を比べた場合、両方のグラフでトヨタ自動車の折れ線が最も高い
位置にあることは共通であるが、トヨタ自動車と日産自動車、本田技研工業の
折れ線の距離が、販売台数を表す図 2 に比べてモデル効率を示す図 3 の方がか
なり近いことが見て取れる。さらに言えば、先に触れたように2002年と2014年
においては本田技研工業が最もモデル効率が高くなっている。このことは、ト
図 ３　2000年から20１4年までの、各社の １モデルあたりの販売台数
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ヨタ自動車が他の 2 社に販売台数では大きく水をあけているものの、モデル効
率では他社とそれほど大きな差はないことを意味している。
2000年から2014年の間における平均モデル効率はトヨタ自動車が35,393.87
台、日産自動車が24,594.98台、本田技研工業が28,325.17台である。この数値だ
けを取れば、トヨタ自動車が一歩抜きん出ていることは事実である。販売台数
だけでなく、モデル効率においても他社を上回るトヨタ自動車の実力が改めて
浮き彫りになっていると言えよう。しかしながら、 3 社の比率を見た場合、単
純にトヨタ自動車が優れているとも言えないのである。この期間において、ト
ヨタ自動車の販売台数は日産自動車の2.74倍、本田技研工業の2.99倍である。
それに対し、モデル効率はそれぞれ1.44倍、1.25倍でしかないのだ。
図 2 と図 3 から視覚的にも理解できるが、これらの数値からも販売台数で比
較した場合ほどモデル効率では差がないことがわかる。 3 社を販売台数を基準
に比較した場合には大きな差を見て取れるが、モデル効率を基準にした場合に
は、それほど大きな差はないのである。
モデル効率の差の小ささは、創造性が欠如しているという日本企業の戦略特
性のひとつの表出であるとも考えられる。「日本企業は二番手戦略をとる。各
社一様な製品を市場に投入する。独創的なニッチ戦略をとろうとはしない」
（Kono and Clegg, 2001；邦訳p.109）という傾向があるが、自動車産業におい
てもこの傾向は見られ、それが各社のモデル効率を一様なものにしていると考
えられる。
Ⅲ．メーカーオプションの変遷
前章では自動車 3 社のモデル数と販売台数に注目し、議論を進めてきた。次
に、本章では自動車のオプションについて考えてゆきたい。
先ず、オプションについてであるが、これは自動車購入時に選択できるもの
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である。自動車を購入する際、車種や排気量、ボディカラーといった主な要素
とは別に選択する装置、装備で、装着するかしないかを選択したり、同一の装
置であっても数種類の中から選ぶことができるものもある。
数種類の中から選択できるものの例としては、オーディオやカーナビゲー
ションシステム、タイヤやホイールなどがある。また、装着するかしないかを
選択するものの代表例としては、サンルーフやサイドエアバッグ、スポイ
ラー5）などが挙げられる。
これは、Clark and Fujimoto（1991）の言う「周辺部分でのバラエティー」
にあたるものである。彼らの言う周辺部分でのバラエティーとは、「塗装の
色、ホイール・キャップのデザイン、室内装飾、特殊なミラー、クロム・メッ
キの追加、バニティー・ライト等のオプション」といった「クルマの基本的な
設計に影響を与えるものではない」ものである。また、伊丹ほか（1994）の言
う、「バリエーション数」にも近いイメージである。彼らの言うバリエーショ
ン数とは「一つのモデルの中で何種類の車が設定されているかを指し、諸元表
の最も細かい分類に該当する」としている。
さらに、オプションはメーカーオプションとディーラーオプションに分けら
れる。その名の通り、メーカーオプションは生産時に工場に取り付けられるも
ので、購入時しか選択する事ができない。一方、ディーラーオプションは
ディーラー（販売店）で取り付けるもので、購入後も選択・装着する事が可能
である。オプションにはこの 2 種類のものがあるが、本論ではメーカーオプ
ションに注目してこれからの議論を進めてゆきたい6）。具体的には、2000年か
ら2012年に発表されたモデルにどのようなメーカーオプションが設定されてい
 5） 自動車の前下部（フロントバンパーの下）や屋根の後部、トランクに装着する、空気の
流れを整えるための部品。高速走行中の安定性を高めたり、燃費を良くする効果がある。
 6） 本論においては、各モデルのカタログの最後にある主要装備表にメーカーオプションと
して挙げられているものを調査対象としている。
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たのか、その種類にはどのようなものがあったのか、どれくらいの数のメー
カーオプションがあったのか、そして、それらが販売にどの程度寄与したと考
えられるのかについて見てゆくことにする。
なお、取り上げるモデルは、各社のモデルの中から①中級セダン、②セダ
ン、③コンパクトカー、④ミニバン、⑤SUVの、それぞれ代表的なものを
ピックアップした。①の中級セダンは最低価格が250万円前後のモデル、②の
セダンは同じく最低価格が200万円前後のモデルを指す。また、③のコンパク
トカーは、全長が4,000mm程度で、エンジンの総排気量が1,500cc以下のモデ
ルの中からピックアップした。さらに④のミニバンは、 3 列シートで定員が 7
名以上のモデルを指す。最後の⑤SUVであるが、これはスポーツユーティリ
ティビークル（Sport Utility Vehicle）の略で、スポーツタイプの多目的車の
ことであるが、各メーカーのホームページ等にある車種一覧でSUVに分類さ
れている中から選択した。
具体的には、トヨタ自動車は中級セダンとして “マークⅡ（マークＸ）7）”、
セダンとして “プレミオ”、コンパクトカーは “ヴィッツ” を、ミニバンは “ノ
ア”、SUVは “RAV4” をピックアップした。同様に日産自動車については中
級セダンの “ティアナ”、セダンの “シルフィ”、コンパクトカーは “ノート”、
ミニバンは “セレナ”、SUVについては “エクストレイル” を例に挙げるこ
とにする。最後に本田技研工業であるが、“インスパイア”、“アコード”、
“フィット”、“ステップワゴン”、“CR-V” を、それぞれのタイプから選択した。
 7） “マークＸ（エックス）” という名称のモデルは2004年に初投入されたが、このモデル完
全な新規投入ではなく、前年に廃止された “マークⅡ” の後継車種としての性格が強
い。トヨタ自動車のホームページ内の「トヨタ自動車75年史　車両系統図」において
も、マークＸはマークⅡの後継車として位置づけられており、また、旧車を紹介する
ページでは「名称変更」と書かれている。よって、本論でもこれら 2 車種を同一のもの
として分析を行う。
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Ⅲ－⑴　トヨタ自動車のメーカーオプション
最初に、トヨタ自動車のメーカーオプションについて見てゆくことにしよ
う。中級セダンの “マークⅡ” であるが、調査対象期間中の2000年にフルモ
デルチェンジされている。この時に準備されていたメーカーオプションの主な
ものはLSD、クルーズコントロールなどである。LSDとはリミテッドスリッ
プデファレンシャル（Limited Slip Differential）の略で、差動制限装置とも訳
される。これは、カーブを曲がる際に生じる内側の車輪と外側の車輪の回転差
を解消し、走行を安定させることなどを目的にしたものであり、クルーズコン
トロールとはあらかじめ設定した速度を維持しながら走行する機能のことであ
る。
2004年に投入された “マークＸ” には、「車両の横滑りをセンサーが検知す
ると、 4 輪それぞれのブレーキの力とエンジンの出力を自動的に制御し、車両
の安定性を確保」させるVSC（Vehicle Stability Control）や、「発進や加速時
に駆動輪の空転を検知すると、駆動輪にブレーキをかけたり、エンジン出力を
抑えたりすることで、タイヤの空転を抑制」8）するTRC（Traction Control）
などが設定されている。2009年のフルモデルチェンジ時には、他車や建造物と
接近したときに警告音を鳴らすクリアランスソナーなどがメーカーオプション
として設定されている。
2000年にフルモデルチェンジされたマークⅡには、合計25種類のメーカーオ
プションが設定されていた9）。フルモデルチェンジ翌年10）の2011年にマークⅡは
 8） トヨタ自動車ホームページ（http://toyota.jp/anzen_anshin/gijyutu/09/index.html）より。
 9） 既述した通り、各モデルのカタログにある装備一覧表を参考にした。装備一覧表にはそ
のモデルの装備が一覧表形式で整理されており、装備は全車に装着される標準装備と、
購入者が選択するメーカーオプションに分類されている。標準装備とメーカーオプショ
ンは配色を変えたり、記号をつけるなどして区別されているが、本論ではこの装備一覧
表の中でメーカーオプションであることが示されている欄の数をメーカーオプションの
数としている。
10） メーカーオプションと販売台数の比較においては、発売翌年の販売台数を用いた。これ
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68,390台を販売しているが、販売台数をメーカーオプション数で割ると、
2,735.6台となる。つまり、ひとつのメーカーオプションが2,735.6台の販売を生
んだと考えられるのである。同様に、発売翌年に63,736台を販売したマークＸ
の2004年モデルには21のメーカーオプションが設定されていたが、ひとつの
メーカーオプションあたりの販売台数、つまり「メーカーオプション効率」は
3,035.0台である。また、 2 代目マークＸである2009年モデルには23のメーカー
オプションが設定され、発表翌年の販売台数は40,977台であった。メーカーオ
プション効率を計算すると1,781.6台となる。
マークⅡ・マークＸのメーカーオプションについては、その時代、時代の先
端をゆく技術を用いたものが設定されており、また、そのアイテム数も後述す
るモデルと比較すると多いと言える。さらに、 1 メーカーオプションあたりの
販売台数であるメーカーオプション効率を見ても、最低でも1,781.0台と高い数
値を示している。
次に、セダンの “プレミオ” について見てゆこう。プレミオは、当該期間
内に 2 度フルモデルチェンジされている。 1 回目のフルモデルチェンジは2001
年に行われているが、この時の主なメーカーオプションは、車両の後をモニ
ターに映し出すバックガイドモニターやクリアランスソナーなどであり、2007
年のフルモデルチェンジでは、「ナビ情報をもとにこれから走行する道路状況
を把握しながら最適なシフト制御を行う」11）NAVI・AI-SHIFTやサイドエア
バッグなどが設定されている。
マークⅡ同様、発売翌年の販売台数を見てみよう。2002年 1 年間のプレミオ
の販売台数は96,961台であり、2008年の販売台数は32,038台である。また、設
定されていたメーカーオプションの数はそれぞれ13、 9 であった。メーカーオ
は、新モデル投入年の販売台数では新旧モデルが混在した台数しかわからず、新モデル
だけの販売台数を見るには翌年のデータを用いる方が正確だからである。
11） 同モデルのカタログより。
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プション効率を算出すると4,520.9台、3,559.8台となり、前出の中型セダンであ
るマークⅡよりも大きな数値となっている。
コンパクトカーと呼ばれるタイプに属する “ヴィッツ” についてはどうだ
ろうか。2005年モデルを見てみると、準備されていたメーカーオプションは全
部で16であるが、ステアリングスイッチやコートフックなど、技術的にはさほ
ど難しくないものが多い。2010年モデルは23のメーカーオプションが設定され
ていたが、霧が出た時に用いるフロントフォグランプや、パンク時に用いるス
ペアタイヤなど、こちらも比較的簡単なものが準備されていた。
販売台数であるが、2005年モデルについては117,640台を販売しており、
2010年モデルは128,725台である。この数値を元にメーカーオプション効率を
計算すると、それぞれ7,352.5台、5,596.7台となり、一般セダンの数値をさらに
上回っていることがわかる。
トヨタ自動車の主力ミニバンは “ノア” である。ノアは2000年以降、2001
年と2007年に 2 度のフルモデルチェンジがされている。2001年モデルのノアに
は、VSCやTRCもメーカーオプションとして用意されているが、特徴的なの
はパワーアシストドアやマルチ回転シートである。パワーアシストドアは、助
手席側のスライドドアが自動で開閉するもので、マルチ回転シートとは、 2 列
目のシートが回転するものである。いずれもファミリーカー的な性格を持つモ
デルであることを伺わせるメーカーオプションである。2007年モデルについて
は、2001年モデルに設定されていたメーカーオプションを進化させたものが選
択できるようになっている。例えば2001年モデルにおいてはメーカーオプショ
ンであった助手席側のパワーアシストドアは標準装備となり、運転席側のパ
ワーアシストドアが選択できるようになっていたり、マルチ回転シートも、
シートをスライドさせた上に回転できるようにしてメーカーオプションとして
設定されるようになっている。
それらに設定されていた総メーカーオプション数は、それぞれ23と38であ
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り、発売翌年の販売台数はそれぞれ96,961台、27,916台である。これらの数値
から、メーカーオプション効率は2001年モデルが4,215.7台、2007モデルが
782.0台となる。
最後に、SUVの “RAV4” である。2000年にフルモデルチェンジされた時12）
には 9 のメーカーオプションしか準備されていなかった。しかも、タイヤのサ
イズやオーディオ、ランプなどが多く、特徴的なメーカーオプションはルーフ
レールくらいである。これは、ルーフキャリア、あるいはルーフボックスと呼
ばれる、屋根の上に設置するトランクケースを留めるためのものであるが、
RAV4、あるいはSUVという性格を反映したメーカーオプションである。
2005年モデルになると、サイドエアバッグやクルーズコントロールといった、
他タイプのモデルにも用意されているメーカーオプションが多くなり、特に
SUVであることを感じさせるようなメーカーオプションは見あたらない。な
12） この時点では、車名は “RAV4J” あるいは “RAV4L” であった。これは販売店の系列
ごとに車名の後にアルファベットを付与したものであり、仕様やメーカーオプションな
どは同一であるため、共に本論では “RAV4” として処理する。
表 ３　トヨタ自動車のメーカーオプション効率
車　　　　名
マークＸ
（マークⅡ）
プレミオ ヴィッツ ノア
RAV4
（RAV4J）
発売年 2000年 2001年 2005年 2001年 2000年
メーカーオプション数 25 13 16 23 9
メーカーオプション効率 2,735.6 4,520.9 7,352.5 4,215.7 2,824.4
発売年 2004年 2007年 2010年 2007年 2005年
メーカーオプション数 21 9 23 38 19
メーカーオプション効率 3,035.0 3,559.8 5,596.7 782.0 1,184.1
発売年 2009年
メーカーオプション数 23
メーカーオプション効率 1,781.6
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お、メーカーオプションの総数は2000年モデルが 9 、2005年モデルが19であ
り、発売翌年の販売台数はそれぞれ25,582台、22,498台である。
これらの数値からメーカーオプション効率を計算すると、2001年モデルが
2,842.4台、2005年モデルが1,184.1台となる。
Ⅲ－⑵　日産自動車のメーカーオプション
次に、日産自動車である。日産自動車についても、トヨタ自動車と同様、中
級セダン、セダン、コンパクト、ミニバン、SUVの順に見てゆくことにしよ
う。
日産自動車の中級セダンは “ティアナ” を取り上げるが、当該期間中の
2003年と2008年にフルモデルチェンジされている。2003年モデルには、ETC
やスーパーファインコート、本革シートなどがメーカーオプションとして設定
されている。このうち、スーパーファインコートとは、ボディにフッ素樹脂の
上塗り塗装をするもので、専用のコート剤でメンテナンスすることで約 5 年間
塗装の品質が保たれるというものである。
2008年モデルになると、車両をバックさせる際にミラーが下を向いて視界を
確保するリバース連動下向きドアミラーや、車両の後を映し出すバックビュー
モニター、車両の左側の死角になる部分を映すサイドブラインドモニターな
ど、視界や安全を確保するメーカーオプションが設定されるようになる。
2003年モデルのメーカーオプション数は15で、2008年モデルは21である。一
方、販売台数はそれぞれ26,287台、8,329台でありメーカーオプション効率はそ
れぞれ1,752.5台、396.6台となる。2008年モデルに関しては、メーカーオプ
ション効率が特に低い数値となっている。
次にセダンであるが、“シルフィ” を取り上げる。このモデルは、“ブルー
バード” と呼ばれていたモデルであり、2005年モデルまでは “ブルーバード
シルフィ” というネーミングがなされていた。しかし、2012年モデルからは
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ブルーバードという名称が消え、単にシルフィと呼ばれるようになった。よっ
て、ここではブルーバードシルフィとシルフィを同一車種として考えてゆくこ
とにする。
シルフィは2000年、2005年、2012年にフルモデルチェンジされている。2000
年モデルにおいてはエアバッグや木目調パネル、本革シートなどがメーカーオ
プションとして設定されているが、他に特に目新しいものは見られず、基本的
な部分でのメーカーオプション設定にとどまっている。また、これはこのモデ
ルに限ったことではないが、この頃からディーラーオプションが多く準備され
るようになってくる。2000年モデルのシルフィにおいても、メーカーオプショ
ン数が12であるのに対し、10のディーラーオプションをカタログの装備一覧表
に見ることができる。
2005年モデルに特徴的なのは、オーディオが 6 種類準備されていることであ
る。他は車両の後や助手席側の死角をなくすモニターなど、他のモデルにも設
定されているものがほとんどである。設定されているアイテムに目新しいもの
はないものの、総数は多く、24のメーカーオプションが設定されている。
そして、名称からブルーバードが消えたシルフィの2012年モデルで、ひとつ
の「異変」が起きる。メーカーオプションの設定がないのである。ディーラー
オプションが10種類用意されているだけで、メーカーオプションの記載はない
のだ。本論で取り上げたモデル以外にも多くのモデルについて調査したが、こ
のような例は他には見あたらない。ただし、特定の目的のための車両にのみ設
定されているメーカーオプションが 2 種類あるため13）、2012年モデルの総メー
カーオプション数は 2 とする。
13） カタログの主要装備一覧にメーカーオプションの記載は無いが、日産自動車のホーム
ページのシルフィのページには、 2 種類のメーカーオプションが紹介されている。それ
らは、「折りたたみ式フットレストレス」と「助手席アシストグリップ」であるが、こ
れらは共に高齢者などが乗り降りしやすいように助手席が回転するモデルにのみ設定さ
れているものである。
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2000年モデルは販売台数が46,586台であり、メーカーオプション効率は
3,882.2台となる。2005年モデル、2012年モデルはそれぞれ販売台数が35,071
台、11,152台であり、それらのメーカーオプション効率は1,464.3台、5,576.0台
となる。
次に、コンパクトカーである。日産自動車のコンパクトカーとして “ノー
ト” を例にとって見てゆくことにしよう。2004年のフルモデルチェンジ時に
は、28種類と数多くのメーカーオプションが設定されていたが、多くのものは
ナビゲーションやオーディオシステムといった基本的なものである。それが
2012年モデルになると、総メーカーオプション数は10へと半数以下に減少す
る。カーナビゲーションやオーディオは標準装備のものだけに絞り込まれ、駐
車する際に自車両を上から見たような映像を見ることができるアラウンド
ビューモニター等が設定されている。これは元々車体の大きなモデルの死角を
カバーするための技術であったが、2012年になってコンパクトカーであるノー
トにもメーカーオプションとして採用されるようになった。
なお、2004年モデル、2012年モデルの販売台数は、93,917台、147,606台であ
る。メーカーオプション効率は、3,354.2台、14,760.6台となる。2012年モデル
のメーカーオプション効率は非常に高い数値になっているが、これは燃費の良
いコンパクトカーや軽自動車の販売台数がこの頃になって大幅に伸びてきたこ
と、ノートに設定されていたメーカーオプションがかなり絞り込まれたことに
よって生じた数値であると考えられる。
ミニバンの “セレナ” の場合も、ノートと同じように、より新しいモデル
ではメーカーオプションの数が絞り込まれている。2005年モデルでは40あった
アイテム数が、2010年モデルでは18にまで減少しているのである。2005年モデ
ルに設定されていたメーカーオプションで目を引くのが、わいわいパックと呼
ばれるインカーホンである。これは、車内で 1 列目の座席と 3 列目の座席の間
で会話ができるようにマイクとスピーカーが取り付けられるものである。他に
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はオートレベライザー14）のついたヘッドライトや、インストクールトレイとい
う、助手席側にある小物を置くトレイにエアコンの吹き出し口を設置し、そこ
に置いた飲食物が日光や温度で変質しないようにするためのものが設定されて
いる。これらはすべて、多人数や家族で利用することを想定して設定された
メーカーオプションであると言えよう。
2010年モデルにおいては、バックビューモニター、アラウンドビューモニ
ター、ナビゲーションシステムなど、運転・走行に関するものが多く設定され
ている一方で、室内装備や安全に関するものの多くは標準装備になっており、
メーカーオプションの数自体は前モデルに比べて大きく減少している。
販売台数とメーカーオプション効率であるが、2005年モデルの販売台数は
80,440台でメーカーオプション効率が2,011.0、2010年モデルはそれぞれ36,049
台、2,002.7台となっている。冒頭で触れた通り、2011年は自動車全体の販売台
数が少なく、セレナの販売台数も少なくなっている。が、設定されたメーカー
オプション数も減少しているため、メーカーオプション効率は 2 モデルでほぼ
同じ数値となっている。
次に “エクストレイル” である。SUVのエクストレイルは、2000年と2007
年にフルモデルチェンジがなされている。2000年モデルに設定されたメーカー
オプションはキセノンヘッドランプやリアフォグランプなど視界に関するも
の、ルーフスポイラーやサンルーフなど外観に分類されるものが多い。2007年
モデルにおいては、ステアリングスイッチ、本革ブレーキレバー、クロスシー
トなど、室内や運転席まわりに関するものが多いことが特徴である。
2000年モデルの販売台数は42,798台、メーカーオプション効率は2,517.5台で
ある。また、2007年モデルのそれらの数値は31,487台、1,369.0台である。設定
されているメーカーオプションの数に大きな違いは無いものの、販売台数の差
14） ヘッドランプが下向き点灯時に乗車人員や荷物量の違いにより車両姿勢が変化すると、
自動的に照射方向を調整するシステム（日産自動車のホームページより）。
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によってメーカーオプション効率に倍近い差が生まれている。
Ⅲ－⑶　本田技研工業のメーカーオプション
最後に本田技研工業である。本田技研工業は後発メーカーながら、現在では
フルライン体制を整えた日本有数の自動車メーカーとなっているが、その本田
技研工業の中級セダンとして “インスパイア15）” を例にとって考えてみよう。
インスパイアは2003年にフルモデルチェンジされている。このモデルのメー
カーオプションとして特徴的なのは、木目調のパネルやナビゲーションシステ
15） “インスパイア” は、登場当初は “アコードインスパイア” という車名であった。いわ
ゆる派生車種である。このように、既存のモデル名の後ろに新たなネーミングを加え、
後、元の車名を外すという手法は、自動車業界においてよく見られる。これは、Aaker
（1991）の言うブランド拡張を利用した方法である。ブランド拡張とは「ある製品クラ
スにおいて確立されたブランド・ネームを他の製品クラスに参集するために使用するこ
と」であるが、ブランド拡張することによってブランド・ネームを浸透させるためのコ
ストが大幅に削減することができる。つまり、アコードという確立されたブランド・
ネームを用いることにより “インスパイア” を多くのコストをかけずに浸透させ、十分
に浸透した後に独立したモデルとして販売するという手法であると言える。
表 4　日産自動車のメーカーオプション効率
車　　　　名 ティアナ
シルフィ
（ブルーバ ドーシルフィ）
ノート セレナ エクストレイル
発売年 2003年 2000年 2004年 2005年 2000年
メーカーオプション数 15 12 28 40 17
メーカーオプション効率 1,752.5 3,882.2 3,354.2 2,011.0 2,517.5
発売年 2008年 2005年 2012年 2010年 2007年
メーカーオプション数 21 24 10 18 23
メーカーオプション効率 396.6 1,461.3 1,4760.6 2,002.7 1,369.0
発売年 2012年
メーカーオプション数 0（2）
メーカーオプション効率 5,576.0
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ムなどである。多くの装備については標準装備となっており、選択できるメー
カーオプション数は少なくなっている。2007年モデルでは、その数はさらに小
さくなる。2003年モデルのメーカーオプション数が10であったのに対し、2007
年モデルでは 6 になっている。中心は2003年モデル同様インテリア関係やエア
コンなどであるが、エアバッグなどの標準装備化によって、メーカーオプショ
ンの総数は減少している。
2003年モデルの販売台数は5,483台、2007年モデルは5,779台である。販売台
数自体は大きく変化していないものの、メーカーオプション数が減少している
ことによって、メーカーオプション効率は548.3から963.2へと上昇している。
しかしながら、両モデルともメーカーオプション効率の数値は 3 桁であり、後
述する本田技研工業の他のモデルや他社のモデルと比較しても、インスパイア
のメーカーオプション効率は低いと言わざるを得ない。
本田技研工業のセダンは “アコード” である。アコードは同社の最も代表
的なモデルのひとつである。アコードは調査対象期間中、 2 回のフルモデル
チェンジを受けている。2002年のフルモデルチェンジ時にはサイドエアバッ
グ、サイドカーテンエアバッグなどの安全装置や、本革シートなど室内に装備
するメーカーオプションが多く設定されているのが特徴であり、総メーカーオ
プション数は16である。
2008年モデルにおいては、ナビゲーションシステム、サンルーフ、本革シー
トなど全部で 9 のメーカーオプションが設定されている。多くの装備がインス
パイア同様標準装備化され、メーカーオプション数は少数になっている。販売
台数は2002年モデルが29,044台、2008年モデルが5,106台であり、メーカーオプ
ション効率はそれぞれ1,815.3台、567.3台となっている。
“フィット” が本田技研工業の代表的なコンパクトモデルである。フィット
は対象期間中の2001年と2007年にフルモデルチェンジが行われており、2001年
モデルでは 8 アイテムという、比較的少数のメーカーオプションしか準備され
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ていない。比較的安価なモデルであり、標準装備化されているモデルも多いサ
イドエアバッグやハイマウントストップランプ16）などがメーカーオプションと
して設定されているのが特徴である。これが2007年モデルでは、メーカーオプ
ションの数が19と、一気に拡大される。前モデルでは設定のなかった脱臭フィ
ルターや本革巻きステアリングホイール、運転席ハイトアジャスターなど、よ
り高価なモデルに搭載されている装備がメーカーオプションとして設定される
ようになったことがその要因である。
2001年モデルは発売翌年に250,785台の販売を記録しているが、メーカーオ
プションの数が少なかったこともあり、メーカーオプション効率は31,348.1台
と非常に大きな数値となっている。メーカーオプションの数が倍増した2008年
モデルにおいては、販売台数は174,909台であり、メーカーオプション効率は
9,205.7台と大きく減少している。
次にミニバンに視点を移してみよう。ミニバンについては、“ステップワゴ
ン” を例に挙げて見てゆくことにする。ステップワゴンは2001年、2005年、
2009年にフルモデルチェンジされている。
2001年モデルに設定されていたメーカーオプションは全部で 9 種類と少数で
あるが、AC100V電源や、 1 列目の回転シートが設定されていることがその特
徴である。2005年モデルでは、前出のフィットと同様、モデルチェンジに伴っ
てメーカーオプション数が大幅に増加し、18となっている。多くのメーカーで
採用されるようになりつつある衝突軽減ブレーキや、VSA17）など、安全面で
の装備が充実している。また、後部座席で見ることのできるディスプレイや、
オーディオのリモコンスイッチなど、車内での快適性を高めるものも多く準備
16） 車両後部の窓の上部や屋根に取り付けられた、補助的なブレーキランプのこと。
17） VSAとはVehicle Stability Assistの略で、「従来の『車輪のロックを防ぐ』ABS、『車輪
の空転を抑制する』TCSに加え、クルマの横滑り＝『曲がる』を制御し、『走る・曲がる・
止まる』の全領域でクルマの安定性を確保するためのシステム」（本田技研工業のホー
ムページより）のこと。
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されていることも特徴である。2009年モデルにおいては、メーカーオプション
はほぼ前モデルのものを踏襲する形で設定されている。
これら 3 モデルの発売翌年の販売台数はそれぞれ71,064台、78,151台、
80,912台であり、メーカーオプション効率は7,896.0台、4,341.7台、4,258.5台と
なる。各モデルとも販売台数自体に大きな差異はなく、メーカーオプション数
がそのままメーカーオプション効率に反映された形になっている。
最後にSUVであるが、“CR-V” もステップワゴン同様、対象期間内に 3 回
のフルモデルチェンジがなされている。2001年モデルで各グレード共通のメー
カーオプションとして設定されているのはサイドエアバッグ、VSA、リアカ
メラ付きのナビゲーションシステム、ディスチャージヘッドライト18）である。
2006年モデルでは各グレード共通で設定されているものはなく、上位グレード
で標準装備になっているものが下位グレードでメーカーオプションになってい
るという場合が多い。例えば、パワースライドドアや運転席ハイトアジャス
18） 「より遠くまで明るく照らし、夜間や雨天時の安心感を大きく向上」させ、「通常のヘッ
ドライトより大光量ながら、省電力にも貢献」（本田技研工業のホームページより）す
るヘッドライトのこと。
表 5　本田技研工業のメーカーオプション効率
車　　　　名 インスパイア アコード フィット ステップワゴン CR-V
発売年 2003年 2002年 2001年 2001年 2001年
メーカーオプション数 10 16 8 9 15
メーカーオプション効率 548.3 1,833.8 31,348.1 7,896.0 1,151.1
発売年 2007年 2008年 2007年 2005年 2006年
メーカーオプション数 6 9 19 18 9
メーカーオプション効率 963.2 567.3 9,205.7 4,341.7 1,740.1
発売年 2009年 2011年
メーカーオプション数 19 15
メーカーオプション効率 4,258.5 808.6
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ターなどがそれにあたる。2011年モデルになると、本革シートや運転席のシー
トヒーター、地上デジタルチューナーなどが加わる。
各モデルの販売台数は、それぞれ2001年モデルが17,266台、2007年モデルが
15,661台、2011年モデルが12,129台である。全体的に販売台数が多くないモデ
ルであることもあり、メーカーオプション効率も1,151.1台、1,740.1台、808.6台
と、その数値は小さい。
Ⅲ－⑷　 ３社の比較
本章の最後に、 3 社の比較をしてみよう。先ずはメーカーオプション数の比
較であるが、取り上げたモデルの平均値を示したものが図 4 である。
この図から先ず見て取れることは、本田技研工業の各モデルのメーカーオプ
ション数の少なさである。セダンを除くすべてのタイプで、本田技研工業のモ
デルに設定されているメーカーオプション数が最も小さくなっている。消費者
の立場からすれば、メーカーオプションの数が少ないということは、選択の幅
図 4　各社のメーカーオプション数の平均
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が狭いことに他ならない。購入するモデルを決めた後にメーカーオプションを
選択することで、購入する自動車をより自分好みのものにするということがで
きなるということである。
しかし、逆の視点から見ると、本田技研工業はより製品コンセプトに基づい
た開発を行っているとも言えそうである。「いったん設定した製品コンセプト
のもとでその後の製品開発プロセスがひとたび動きはじめた後に、製品コンセ
プトの変更や修正によって仕様や設計面での変更などが行われ、そのことが関
連する各活動の計画・内容をも変更するようなことになると、非常にコストが
かかるし開発期間の遅延にもつながりかねない」（清水2001）というように、
自動車の開発において製品コンセプト19）は非常に重要な役割を果たしている。
このモデルはこういうクルマだ、というはっきりとした製品コンセプトがあ
るからこそ、そのコンセプトにそぐわない、あるいはコンセプトを薄めてしま
うようなメーカーオプションは設定していないのではないかと考えられるので
ある。メーカーオプションが多ければ消費者は自分の好みに合わせた自動車に
することができるが、これは、そのモデルの色を薄めることに繋がる可能性が
ある。例えば同じモデルであったとしても、購入者がどのようなメーカーオプ
ションを選択するかによってスポーティにもラグジュアリーにもなり得る。逆
に、メーカーオプションの数が少なければ、そういったゆらぎは小さくなるこ
とが考えられる。
ひとつの仮説に過ぎないが、図 4 に示した結果から、以上のような推察が可
能である。
19） 例に取りあげた本田技研工業の主力車種である “アコード” のコンセプトは、アメリカ
において醸成されたという。アコードより以前に投入されていた “シビック” ユーザー
のインタビューによって「伸ばすべき特徴と改良すべき要件を得た」（大塚1999）こと
によって、アコードはアメリカ市場で受け入れられるようになる。このように、消費者
の意見を基にコンセプトを形成することは、Clark and Fujimoto（1991）も外的統合と
いう言葉を用いてその重要性を指摘している。
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もうひとつ、図 4 から理解できることは、トヨタ自動車と日産自動車のメー
カーオプションに対する考え方にはかなりの共通性があるということである。
本論で取り上げたモデル数自体が少ない懸念はあるものの、トヨタ自動車と日
産自動車のメーカーオプション数は驚くほど酷似している。タイプごとのメー
カーオプション数の大小にとどまらず、それぞれのタイプに設定されている
メーカーオプション数まで、ほぼ同数であった。特にセダン、コンパクト
カー、ミニバンにおいてはこの傾向が顕著に表れている。このことは、 2 社の
メーカーオプション全体に対する考え方にとどまらず、各タイプにおけるメー
カーオプションの考え方が非常に近いことを物語っているのかも知れない。
次に、メーカーオプション効率に視点を移そう。各社のメーカーオプション
効率は、図 5 によって整理されている。
図 5 から見えてくることは、先ず、各タイプのメーカーオプション効率は、
各社とも類似していることである。すなわち、コンパクトカーのメーカーオプ
ション効率が最も高く、次いでセダン、ミニバンが高く、中級セダンやSUV
図 5　各社のメーカーオプション効率の平均
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の数値が最も低い。各社ともコンパクトタイプのメーカーオプション効率が高
いが、これはメーカーオプションの数が少ないことよりも、昨今の低燃費モデ
ルの好調な販売によるところが大きいと考えられる。
生産効率という視点で見ると、例えばトヨタ自動車は「同じようなプラット
フォームを持ちながら、日産自動車のプラットフォーム当たり生産台数と比較
すると倍以上の効率なのである」（伊丹他、2003）が、メーカーオプション効
率はコンパクトタイプを除けば、各社、各タイプでそれほど大きな差異はな
く、メーカーオプション効率という尺度で見た場合、どのメーカー、どのタイ
プが効率が良いという明確な結論を得られたとは言いがたい結果となった。
Ⅳ．戦略的手段としてのメーカーオプション
最後に、本章ではメーカーオプションについて異なった視点から考察するこ
とにしよう。すなわち、メーカーオプションが戦略的にどのような役割を果た
しているのかという視点である。
市場細分化は、言わずもがなマーケティングにおいて伝統的かつ一般的な戦
略手法であるが、本論で取り上げているメーカーオプションを市場細分化の一
手段として考えることはできないだろうか。
市場細分化とは「購買者のニーズや特徴、行動に基づき、異なった製品や
マーケティング・ミックスを要求することが考えられるグループごとに市場を
分割すること」（Kotler and Armstrong 2001；邦訳p.288）である。自動車各
社が広い製品ラインを持っていること自体が市場細分化としての役割を果たし
ているとも、もちろん言えるであろう。しかしながら、メーカーオプションを
設定20）することによって、より「消費者のニーズの違いにきめ細かく対応」
20） 多くのメーカーオプションを設定するためには、Kotler（2001）も言うように、フレキ
シブル生産体制が必要である。これを可能にしている一例が、ジャストインタイムやか
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（嶋口・石井1987）することが可能になるとも考えられるのである。この市場
細分化にはいくつかのタイプがあるが、田村（1999）によると、細分市場の分
け方と標的市場の選択様式という 2 つの軸によって、 4 つのタイプに分けられ
るという。
細分市場の分け方とは、年齢層など、市場の条件として存在している需要異
質性を利用するのか、あるいは企業が独自に細分市場の図式化を行うかのいず
れかによって分かれる。標的市場の選択様式とはターゲットの選定方法である
が、特定のセグメントのみをターゲットにするのか、重要な市場細分のすべて
をターゲットにするのかの違いである。
本論で取り上げているトヨタ自動車、日産自動車、本田技研工業の行ってい
る市場細分化は、おおよそＣのタイプであると言えるであろう。本田技研工業
については、“シビック” で本格参入した当初はＡのタイプであったと考えら
れるが、現在では他の 2 社同様、Ｃのタイプの細分化を行っていると考えて良
いであろう。
んばん方式に代表されるトヨタ自動車の生産システムである。生産の流れを逆から見て
「当該工程の人間が、必要部品を必要な量だけ、必要な時に、前工程へ引き取りに行く」
（門田1985）というジャストインタイムなどの達成が、多くのメーカーオプションの設
定を可能にしている。
表 ６　市場細分化のタイプ
標的市場の選択様式
絞り込み フルライン
特定細分 複数細分
細分市場の分け方
市場条件の異質性を利用 A C
市場細分の開発 B D
田村（1999）、p33の表 3 － 2 を修正、引用
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多くのモデルを持つことが市場細分化をＡやＢのタイプからＣやＤのタイプ
へと変化させていくことになるが、メーカーオプションは、この細分化をさら
に進めてゆくものとして位置づけることができそうである。
宅配ピザには、基本的なメニューがある。そして、そのメニューを選んだ上
で、種々のトッピングを加えることができる。基本メニューにトッピングを加
えることで、より消費者自身の求めるピザ、消費者の好みに合ったピザにする
ことができる。自動車のモデルとメーカーオプションは、これと同様の効果を
発揮しているのではないだろうか。つまり、モデル（ピザで言う基本メ
ニュー）を選んだ上で、メーカーオプション（ピザで言うトッピング）を付与
することで、より消費者の求める自動車、自分好みに近い自動車にすることが
できるのである。
メーカーオプションにはこのような効果があり、この意味においてはより多
くのメーカーオプションが設定されているモデルの方が、消費者の満足度を高
めることができるであろう。例えばトヨタ自動車に “クラウン” しかなかっ
たような時代には、言わばマス・マーケティング的な手法であったものが、製
品ラインの拡大に伴って市場細分化が進んできた。その細分化をさらに精緻に
する手段として、ひとつのモデルの中での選択肢を拡大するものとして、メー
カーオプションを位置づけることができそうである。
本論では、メーカーオプションについて、販売台数との関係や、マーケティ
ングの一手段としての役割などについて考察を行ってきた。本論においては各
社のそれぞれのタイプから合計 5 車種、34モデルについて分析を行ってきたに
過ぎない。より多くのモデルについて、より包括的な分析が必要であるが、こ
の点については他日を期したい。
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